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連結納税と租税回避
ー一会計評価との関連—~
大倉雄次郎
はじめに
近年事業活動の多角化，国際化の急速な進展により，分権化も従来の事
業部制，社内カンパニー制，分社化へと変化したが更に純粋持株会社の解
禁，合併・分割等の企業再編法の整備により，グループ経営なかんずく連
結経営を重視する傾向が益々高まっている。
このような経営環境の変化に対して，投資家の側からは従来の親会社中
心の単体ベースでの財務情報では企業の収益性やリスクを的確に判断出来
ないところから，グループ企業全体の財務情報としての連結情報の拡充．
整備の要求が高まり，連結財務諸表制度の抜本的見直しが平成9年に行わ
れ，平成11年度より実施されtいる。
この連結ベースでの開示の充実に次いで産業界からはグループを単位と
する連結納税制度の創設の要求が高まり，平成14年4月1日以降開始する
事業年度より施行される事になっている。
そこで本稿では次のアプローチで議論を進める事とする。
第一に，連結納税制度導入の契機の一つとしての連結財務諸表制度との
比較検討により会計的な側面を考慮して問題点を明らかにする。
第二に，連結納税制度の先進国たる米国ではこれらの問題点に対してい
かなる措置を講じているかの文献研究を行う。
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第三に，これらを踏まえた上で，日本はこれらの問題点をどのように連
結納税制度で解決すぺきかを明らかにする。
I. 連結納税制度の基礎概念
1. 連結納税制度と連結財務諸表制度を支える 2つの基本概念
「連結財務諸表は支配従属関係にある二以上の会社からなる企業集団を
単一の組織体とみなして，親会社が当該企業集団の財政状態およぴ経営成
績を総合的に報告するために作成するものである」I)が，この考え方の基礎
には，親会社・子会社という法的独立体と連結グループという経済的単一
体の2つの概念が並存しているのである。
即ち，連結財務諸表は連結会社がまず個別財務諸表を作成し，それを合
算して連結調整作業により連結財務諸表が作成されるのである。
一方，連結納税制度も個々の会社が個別主体概念 (separateentity)に
基づいて計算し，その上で連結納税グループとしてこれら個別課税所得金
額を合算し，これに連結納税上の申告調整を行って連結課税所得金額を計
算する事となる。この連結納税制度は単一体概念 (singleentity)のうえに
成立している。
この様に見る時，連結納税制度と連結財務諸表制度を支える 2つの基本
概念は同一である。
しかしながら連結納税制度における連結課税所得は連結財務諸表をもと
に申告調整を行って算出されるのではない。従って連結財務諸表制度を作
成していても連結納税制度を採用する必要がない反面，連結財務諸表制度
を作成していなくても連結納税制度を採用できる。
1)連結財務諸表原則第一
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2. 連結納税制度における会計評価4つの局面
本稿において連結納税制度下での租税回避の行われる場合を検討するに
当たって次の4つの局面をもって行う事にする。
第一に，連結納税グループに加入する事によって租税回避を行う方法で
は，連結納税グループ加入前の子会社の営業繰越欠損金 (net operating 
loss carryover), 資本的資産譲渡損繰越 (capitalloss carryover)及びビ
ルト・イン・デダクション (builtin deduction)又はビルト・イン・ロス
(built in loss)の利用が考えられる。これら租税回避の方法を米国の連結
納税制度ではいかに防止しょうとしているのかを検討する。
第二に，米国では子会社の連結納税グループヘの加入は関連グループで
ある。
関連グループ (affiliatedgroup)とは「共通の親会社が他の会社の議決
権株式の80%又は株式価値の80%を所有されている会社をいう」2)が外国
会社や免税会社は含めない。そこで関連グループのうち連結納税メンバー
になっている時期とそうでない時期の二つに分けて議論する事も必要であ
る。
第三に， SRLY(separate return limited year)規則の適用の可否を考
慮して議論しなければならない。 SRLY規則とは文字通り個別申告年度制
限をいい，それは連結納税メンバー法人の個別申告年度のうち次の (a)
又は (b)の年度以外の課税年度をいう。
「(a)欠損が控除される連結申告年度における親会社の個別申告年度
(b)全期間を通じて関連グループのメンバーになっていた法人の個別
申告年度」3)
連結納税グループに加入した子会社の個別申告年度のうち80%法人でな
かった年度をいう。ここで80%法人は本来連結納税グループ入るべきであ
るのに非連結関連メンバーとなっている場合でも，連結納税をしているの
2) Internal Revenue Code (IRC). SEC. 501 
3) Regulation 1.150-1 (f) 
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と同じであるという一体性がみられる。従って関連グループ法人になれば，
連結納税メンバーになるのが首尾一貫性をもつことになる。
第四には，資産は資本的資産，事業用資産，それ以外の資産に区別され
る。
「資本的資産 (capitalasset)とは納税者によって所有されている財産
でその事業に関係があるかどうかを問わないが，次のものを含まない。
①棚卸資産や納税者の商品在庫 ②事業用に使用されている減価償却資
産 ③文学，音楽又は芸術の著作権 ④財産の売却，サーピス提供からの
売上債権 ⑤アメリカ政府の刊行物 ⑥デリバテイプ金融商品」4)0 
次に「事業用資産 (propertyused the trade or business) とは， secl67
での減価償却引当金を条件とするものや不動産で1年以上所有して商売や
事業に使用されているものをいう。但し次のものを含めない。 (A)課税年
度末に手許にあるならば納税者の在庫に含める事ができる種類の財産
(B)営業の通常の過程で顧客への売却のために原初的に所有されている
財産 (C)資本的資産として secl221(A)で規定されている文学，音楽
又は芸術，文字の著作権 (D)アメリカ政府の刊行物」5)この区別も評価
の観点から重要になってくる。
I. ビルト・イン・ロス
1 • 含み損失と租税回避
金融子会社はバプル期に紙屑同様のワラント権や株式を所有している為
に，多くの含み損を内在する事となり，これをそのまま連結納税の対象と
した場合には，含み益を有する他の連結納税メンバーとの所得通算により
連結課税所得を減算させる事ができる。
そこで連結納税グループ加入時の子会社のキャピタル・ゲイン，キャピ
4) IRC.SEC.1221-2 
5) IRC. SEC.1231 (b) 
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タル・ロスとの関連で資産・負債の評価替えの問題が生じてくる。
我が国では合併において「合併又は出資により受け入れた有価証券につ
いては，その有価証券の受入価額（その受入のために要した付随費用があ
る場合には，その費用を加算した金額とし，その受入価額又は加算した金
額がその受入の時におけるその有価証券の取得のために通常要する価額を
超える場合には，当該価額に相当する金額とする）を取得価額とする」6)と
なっており，合併時の被合併会社の受入価額は時価以下主義となってい
た。
処が判例によれば帳簿価額の受入を容認している。
「法人の合併は二つの法人が契約により一つの法人に合同する事であり，
合併法人が被合併法人の株主に合併法人の株式を交付するのと引き換えに
被合併法人はその有する資産と負債の全財産を合併法人に引継ぐものであ
るから，その性質は資本取引であり，損益の発生を直接の目的とするもの
ではないので，合併法人が被合併法人の帳簿価額をそのまま（それが時価
を超えているかどうかを問わず）引継ぐことが許されていると解する」7)そ
こで金融子会社を親会社に合併させる際に評価替え（評価損計上）を行う
ことなく有価証券を帳簿価額で受け入れる事により，その含み損を合併後
売却により実現損とする方法で租税回避が図られる事になる。そこで連結
加入前の含み損，即ちビルト・イン・ロスないしビルト・イン・デダクシ
ョンの法制化が要求される。
2. ビルト・イン・ロスの規定の検討
米国においてビルト・イン・ロスの規定は大きく 2つに分ける事が出来
る。
(1) 関連グループでのビルト・イン・ロス
そのひとつが関連グループ法人（米国においては80%以上が連結納税グ
6)法人税法施行令38①四
7)鹿児島地方裁45(行ゥ） 3号 1974年 9月30日，税資第76号1060頁
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ループの対象となるため）がそのメンバーになる前に内在していたビル
ト・イン・ロスについて，そのグループ加入後に生じた実現損失の損金算
入の取扱いである。
第一に，「この変化前に帰属し，損金として認めることが出来る金額は，
その認識期間 (5年間）においては，認識されるビルト・イン・ロスとし
て取扱われる。」8)事である。その場合関連グループに参加した日から 5年
間9)である。
第二に，「変化前の損失 (pre-changeloss)によって相殺される変更後
各年の新しい損失を生じた会社の課税所得金額のその控除できる限度額は
‘持分変更前の関連グループ法人の価値X長期免税債券利率'」10)である。こ
の価値とは株式時価総額を示すのであり，新しい損失とは実現損失をいう。
第三に，ビルト・イン・ロスの生じていることを証明しなければならな
い。「純未実現ビルト・イン・ゲインとロスは古い損失会社 (oldloss corpo-
ration)に関して持分変動直前の会社の公正市場価値が，その時点の資産の
調整簿価合計よりも大である。」11)この場合「未実現ビルト・イン・ゲインと
ロスの計算に当たっては現金及び現金項目 (cashitem)市場性のある有価
証券を計算に含めない」12)。この市場性ある有価証券については調整簿価と
公正価値とが実質的に異ならない事である。
第四に，「この純未実現ビルト・イン・ロスの金額が公正市場価値の15%
以下又は 1千万ドル以下であれば純未実現損失はゼロになる」13)ので，この
第二の制限規定の適用はない。
(2)連結納税グループの子会社のビルト・イン・ロス
次に連結納税グループの子会社のビルト・イン・ロスについてみてみる。
8) IRC.SEC.382 (h) (6) (B) 
9) IRC.SEC382 (a) 
10) IRC.SEC382 (b) (1) 
1) IRC.SEC382h (3) (A) (i) 
12) IRC.SEC382h (3) (B) (ii) 
13) IRC.SEC382h (3) (B) (i) 
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第一に，「認識されたビルト・イン・ロスは， (i) そのような損失がグ
ループに入る直前に所有されていた事で且つ (ii)そのような損失がグル
ープに入る日の資産の公正市場価値がその資産の調整簿価を超えていない
事を立証する事」14)により認められる。
第二に，この連結納税グループ加入前の個別申告年度において生じてい
たビルト・イン・ロスが認められるためには，連結所得全体からの控除制
限ではなく，そのうちの子会社に帰属する所得の累積額から成る部分に限
られるのである。
(3) ビルト・イン・デダクションと清算
連結納税を利用しての租税回避の方法として資産含み損をもつ会社の株
式購入によって，連結納税によりその含み損を売却損に顕現させ，その後
子会社を清算するという租税回避が生じる。
そこでこの租税回避を防止する為に適格株式購入後の清算規定がある。
「(A)他の会社の適格株式購入 (qualifiedstock purchase)がある。
(B)この購入はsec338条の下での資産取得として扱われる株式購入の規
定が選択されていない (C)取得されていた会社は取得H後2年以内に
適用の清算計画により清算されている (D)その消算のH的が損金，控
除，又は取得会社が他の方法では享受しえないほかの認容を確保する事に
よる連邦所得税の回避にある。このような時には長官は損金，控除又は他
の認容を認めない」15¥
3 • ビルト・イン・ロス税制の構築
「特定資本関係のある法人間の適格合併，適格分割又は適格現物出資で
共同事業要件（事業関連性，事業等の規模，特定役員）に該当しない特定
適格合併等をした内国法人の各事業年度の所得の金額の計算上，特定引継
資産や特定保有資産について譲渡，評価換え等で生じた損失額は損金に算
14) IRC.SEC382 (h) (2) (B) 
15) !RC.SEC 269 
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入しない」16)という特定資産に係る譲渡等損失額の損金不算入規定がこの
ビルト・イン・ロス規定をもとに定められている。
次に，連結納税におけるビルト・イン・ロス対策としては次の方法を提
案する。
第一に，連結納税グループ加入時に，連結納税メンバー（親会社を除く）
の資産・負債を時価評価し，これを評価差額として処理するが，この評価
差額には課税することなく資本の部の評価換剰余金（税法上資本積立金）
として処理する。
連結財務諸表作成の場合には親会社は子会社を支配獲得時において，子
会社の資産・負債を公正な評価額（時価）により評価する。そこで連結納
税グループ加入時において，全部時価評価法を適用し，資産・負債の評価
を行うが，別表四（所得の金額の計算に関する明細書）で評価益の益金不
算入，評価損の損金不算入の申告調整を行う。
第二に，この評価換剰余金はプラスとマイナスが発生するが純ビルト・
イン・ロスは別表五(-)「利益積立金額及び資本積立金額に関する明細書」
において，ピルト・イン・ロスとビルト・イン・ゲインの両建てとし，ビ
ルト・イン・ロスがビルト・イン・ゲインの範囲内にあれば，その売却に
よる実現損を損金とする方法により税務処理する。
Il. 繰越欠損金
1. 米国における繰越欠損金
(1)普通所得と臨時所得
米国歳入法では所得を 3分類している。
第一は，「普通所得 (ordinaryincome)は資本的資産や事業用資産でな
い財産の売却又は交換からの利得をいう一方，普通損失 (ordinaryloss) 
16)法人税法62の7'令123の8⑥⑦
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においては資本的資産でない財産の売却又は交換からの損失を含む」 17)と
している。
第二は，資本的所得 (capitalincome)である。これは「資本的資産の売
却又は交換からの利得をいう」18)0
第三は「事業用資産の売却又は交換からの利得」19)をいう。この「事業用
資産の純利得は資本的資産からの譲渡所得として扱われ，純損失は資本的
資産からの譲渡所得として扱わないで，普通所得として扱う」20)ことにな
る。
このように普通所得とそれ以外の臨時所得が発生するがこれを前提にし
て繰越欠損金制度を検討する。
普通所得は次のものから成る。
第一に，当期総所得金額 (grossincome)でありそれは源泉が何であろ
うと次の全ての項目を含むものである。「(1)報酬，手数料，付加給付
(fringe benefit)を含む用益のための報償， (2)事業所得 (3)不動産取
引 (4) ロイヤリティ (5)配当 (6)年金 (7)不動産収入」21¥
第二に，資本的資産の売却による譲渡損失は当期の譲渡利得と事業用資
産の譲渡利得の合計額と相殺される事になる。その金額が純譲渡利得(cap-
ital gain)であると当期総所得金額に合算される。
第三に，資本的資産の売却による譲渡損失は当期の譲渡利得と事業用資
産の譲渡利得の合計額と相殺される事になる。その金額が純譲渡損失(net
capital loss)であると繰越の適用がある。それはその純譲渡損失の生じた
課税年度前3年間譲渡利得からの繰戻し22), その純譲渡損失の生じた課税
年度後5年間譲渡利得からの繰越23)しが認められる。
17) !RC.SEC 64& 1221 
18) !RC.SEC 65 
19) !RC.SEC 1231 
20) !RC.SEC 1231 (a) (1), (a) (2), (c) (11) 
21) !RC.SEC 61 (a) 
22) !RC.SEC 1212 (a) (1) (A) 
23) !RC.SEC 1212 (a) (1) (B) 
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(2)連結営業繰越欠損金 (consolidatednet operating loss carryover) 
連結課税所得の計算と連結営業繰越欠損金は次のように行われる。
第一に，連結納税グループの各メンパーの個別課税所得の合計に，個別
課税所得の計算の時にはその計算から排除されていた次の所得と控除の項
目を連結ベースで加えることにより算出される。「(1)連結譲渡所得（純）
(2)事業用財産の売却又は交換による所得(3)連結純営業損失控除(4)
連結慈善寄付金控除 (5)受取配当金控除 (6)公共企業への優先株
式への支払配当控除」24)
第二に，連結課税所得は関連グループの各メンバーの個別課税所得を合
計して計算されるが，その場合個別課税所得に連結純営業損失控除 (con-
solidated net operating loss deduction)は計算に含めず除外の上控除項
目を加える25)事になる。
第三に，連結ベースの課税所得がマイナスになると純営業損失となる。
「純営業損失(netoperating loss)は損金(deductions)が総所得金額(gross
income)を超える金額をいう。」26)が，これは連結営業繰越欠損金控除前の
金額である。この「純営業損失は課税事業年度前2年間の繰戻しと課税事
業年度後20年間の繰越が出来る。」27)0
第四に，連結納税グループ加入前の各メンバーの営業繰越欠損金の処理
は次の通りである。
子会社の個別申告の制限年度に生じている純損失については連結課税所
得のうちその子会社に帰属する所得の累積額から成る部分に対してのみ繰
戻しと繰越しが出来る28)。
24) Regulation 1.1502 
25) Regulation 1.1502-12 
26) !RC.SEC 172 (c) 
27) !RC.SEC 172 (b) (1) (A) 
28) Regulation 1.1502-2 (c) (1) (i) (B) 
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2. 繰越欠損金に対する会計・税制面の検討
「法人の各事業年度における純益金額，欠損金額のごときは，企業会計
上表示される観念的な数額にすぎず，被合併会社におけるこれらの数額は
もとより商法103条に基づき合併の効果として合併会社に当然承継される
権利義務に含まれるものではないとしている。論旨は被合併会社が青色申
告者として法9条五項により与えられた欠損金繰越控除の特典の一の権利
であり，権利である以上，商法103条により合併会社に当然承継せられるべ
く，この事は法3条の趣旨からも明らかであるごとく主張するが，すでに
欠損金額の当然承継を認めがたい以上，右数額を基礎としてその繰越控除
のできる特典が当然受け継がれるものとは考えられない。おもうに欠損金
額の繰越控除とは，いわば欠損金額の生じた事業年度と所得の申告をすべ
き年度との間における事業年度の障壁を払ってその成果を通算する事にほ
かならない。これを認める法9条五項の立法趣旨は原判決の説示するよう
に各事業年度毎の所得によって課税する原則を貫く時は所得額に変動ある
数年度を通じて所得計算をして課税するのに比して税負担が過重となる場
合が生ずるのでその緩和を図るためにある。されば欠損金額の繰越控除は，
それら事業年度の間に経理方法に一貫した同一性が継続維持される事を前
提としてはじめて認めるのを妥当とされる性質のものなのであって，合併
会社に被合併会社の経理関係全体がそのまま継続するものとは考えられな
い合併について，所論の特典の承継は否定せざるをえない。合併会社とは
無関係な経営の下に生じた被合併会社の既往の欠損金額を合併によりこれ
と経営を異にする合併会社に承継利用させる合理的な理由は通常の場合見
出しがた＜，被合併会社の欠損金額は合併会社において受入資産の価額の
定め方によって当然調整できるものであるから，普通には欠損金額の引継
ぎなどを考慮する必要もないのである」29)上述の判例のように欠損金額の
繰越控除の論拠は次の 3点にある。
29)最高裁第一小法廷判決，昭和43年 5月民法判例集1067
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第ーは，欠損金額の生じた事業年度と課税所得金額の申告事業年度との
間における事業年度の障壁を払っての所得通算に他ならない。
第二は，それら事業年度の間に経理方法に一貫した同一性が継続維持さ
れる事を前提として妥当とされる。
第三は，合併会社とは無関係な経営の下に生じた被合併会社の既往の欠
損金額を合併会社に承継させる合理的な理由は見出し難い。
以上のように被合併法人の既往の欠損金額を合併法人に承継を認めてい
なかったが，平成13年の税制改正により適格合併における被合併法人の繰
越欠損金額の合併法人への引継ぎを認めたのである。しかし連結納税にお
いては次の様にすべきである，
第一は，連結納税グループ前での子会社の繰越欠損金の承継を連結納税
で認めたならば；赤字法人の株式を安く購入して子会社化して租税回避を
図ることが十分予想されるため，認めるべきでない。
第二は，連結納税グループ前での子会社の繰越欠損金額については，そ
の繰越欠損金の残余期間について連結納税グループ加入後もその個別所得
金額まではその控除を認め，加入後に生じた欠損金額のみが連結納税課税
所得金額において通算の対象とすべきである。
IV. 投資調整勘定による評価
1. 投資調整勘定の意義
投資調整勘定 (investmentadjustment system)は連結納税グループの
他のメンバーによって保有された子会社株式の帳簿価額 (basis of the 
stock of a subsidiary)を調整する方法である。この投資調整勘定システ
ムを支えている基本的な規則は投資調整 (investmentadjustment), 超過
損失勘定 (excessloss account), 循環調整の防止 (preventionof circular 
basis adjustment) と損失の非割当 (lossdisallowance)である。その一
般的な効果は調整された所得又は損失の増減と同時に子会社株式の帳簿価
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額を増減する事である。その結果として連結納税課税所得を決定するのに
計算に入れられた子会社の所得や控除が子会社株式の売却又は他の処分に
おける利得又は損失として 2回目の計算に入れない事にある。
処が個別申告規則 (separatereturn rule)の下では比較可能な帳簿価額
調整はない。例えばもし子会社が課税済みの留保利益(undistributedearn-
ing)をもちそしてその株式が売却されるならば，その収益は株式の売却の
利得として 2回課税される。
投資調整は「子会社株式の親会社の帳簿価額は積極的調整によって増加
され，消極的調整によって減少されて」30)毎年計算される。子会社株式への
親会社の調整の純額は純積極的調整又は純消極的調整として言及される。
その調整項目は次の通りである。
「①課税所得 ②非課税所得③社外流出の損金不算入 ④子会社株式
に関する分配」31)である。
もし純消極的調整が子会社株式への親会社の帳簿価額を超えるならば，
その結果としてのマイナスの金額は子会社株式においての親会社の超過損
失勘定となる。
それぞれの調製項目をみる。
(1)課税所得又は課税損失 (taxableincome or loss) 
「子会社の課税所得又は課税損失は連結課税所得又は連結課税損失を算
出するのに考慮に入れられた所得，利得，損金，損失の子会社の項目のみ
を含める事で計算されたものである」32¥
その場合内部会社間利益又は損失はその繰延としてメンバーの課税所得
にその様な修正を行う事になる。従って「親会社が子会社株式を売却する
ならば，株式売却前に直ちに子会社株式の親会社の帳簿価額が繰延分だけ
30) Regulation!. 1502-32 (b) (2) 
31) Regulation!. 1502-32 (a) (3) (i) 
32) Regulation!. 1502-32 (b) (3) (i) 
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増加させられる。」33¥
投資調整勘定は親会社が保有する子会社株式の帳簿価額の調整である。
これにより連結納税において利益の二重課税又は損失の二重取りを排除す
る事で，個別申告と連結納税申告間の課税の公平を確保するものである。
（例） 34) 親会社Pが子会社Sの全ての株式を所有している。
①子会社Sの課税所得100ドル：これは親会社PのS社株式の帳簿価額
を100ドル増加させる
②子会社Sは親会社Pに不動産を売却し，25ドルを得た。：親会社Pがそ
の不動産を非メンバーに売却するまで25ドルを繰り延べる。
③親会社が子会社株式を 2年目に売却することを決めた。： 25ドルの繰
延利益を S社株式の帳簿価額に加える。
(2)非課税所得 (taxexempt income) 
「非課税所得は直接又は間接に子会社資産の帳簿価額を増加させるが，
しかし永久に総所得から排除される所得と利得をいう」35)0 
具体的には次のものをいう。
第一に， SEC103の下での州又は地方債の利子や裁定取引債券(arbitrage
bond)等総所得から排除される利子は非課税所得となる。
第二に，非課税所得として扱われるためには，所得は永久に排除される
ものであって，単なる繰延では非課税所得ではない。 SEC1031の下での単
なる同一種類の交換の利得，損失は無税の交換であっても，非課税所得で
はない。何故ならば「取得資産の帳簿価額は交換資産の帳簿価額とは同じ
であるが，所得は単に繰り延べられただけであって，その資産が再調達価
額で後の年度で売却された時に利得として計算に入れられるからであ
る」36)。
33) Regulation!. 1502-32 (b) (5) 
34) Regulation!. 1502-32 (b) (5) Examplel. 
35) Regulation!. 1502-32 (b) (3) (ii) A 
36) Regulation!. 1502-32 (b) (3) (iv) (A) 
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(3)社外流出の損金不算入 (noncapital, nondeductible expense) 
この社外流出の損金不算入とは「(a)課税所得又は損失を決定するのに
適用可能な法の下で計算に入れられるがしかし永久に認められない又は除
去されている損金と損失をいう。
(b)資産の帳簿価額を直接又は間接に減少させる費用又は損失をい
う」37)と定義している。
帳簿価額を減少させる損金不算入の例としては次のものがあげられる。
「・sec162(trade or business expense)の下での違法な賄賂 (illegal
bride)違法な手数料の払い戻し (kickback), 反トラスト違反3倍額賠償
その他損金不算入の払い，
・sec265 (expenses and interest relating to tax exempt)の下での罰
金，違約金等の損金不算入
・sec274 (disallowance of certain entertainment, etc, expenses)の下
での食事手当や交際費の損金不算入」 Regulationl.1367-1 (c) (2) と
更に「連邦所得税は社外流出の損金不算入として扱われる。この目的の
為に連邦所得税SEC1552(earnings and profits)の原則と百分比法 (per-
centage method)によって割当となる」38)がここで重要な事はたとえグル
ープが他の割当法又は全く全部を割当なかったとしてもこの割当要求は投
資調整計算をする為の税務割当方法となる。
(4)子会社株式に関する分配 (distributingwith respect to's stock) 
子会社Sの前事業年度以前の未処分利益から当事業年度における支払い
配当，言い換えれば親会社の子会社からの受取配当金は子会社株式の帳簿
価額の消極的調整となる。
37) Regulation!. 1502-32 (b) (3) (ii) 
38) Regulation!. 1502-32 (b) (3) (ii) (A) 
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2. 投資調整システムと会計評価
(1)投資調整システムの留意点
投資調整システムの留意すべき点について述べよう。
第一に， もしこのグループが連結納税申告書を提出するならば，親会社
は子会社の所得，利得，損金，損失の項目を反映する投資調整システムの
下で子会社株式の帳簿価額を調整しなければならない。この場合親会社と
子会社が連結納税グループのメンバーの間に課税されたかどうかを問わな
し、
第゜二に，その株式に関しての配当やその他の分配による株式帳簿価額の
減少が行われる。
第三に，投資調整システムは子会社投資における持分法に類似する。そ
こでは「子会社株式の帳簿価額が連結損益計算書で計算にいれた子会社の
所得や損失を反映する為に調整される。それらは子会社株式の所有割合で
調整され割当られる。」39)従って非メンバーによって所有されている株式の
帳簿価額は調整されない。
(2)投資調整システムの評価
子会社株式の投資調整による評価と連結会計との関係は次の通りであ
る。
第一に，連結納税の子会社株式の投資調整は連結会計における持分法（但
し連結財務諸表では非連結子会社や関連会社対象で持分法適用会社）と類
似の会計評価方法である。勘定項目ではつぎの通りである。
子会社株式勘定
： ::~ ニ損金不算入
課税所得利益処分による社外流出
非課税所得
39) Regulation!. 1502-32 (b) (3) (i) 
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第二に，子会社Sが連結グループからの離脱，言い換えれば親会社Pが
子会社Sの株式を売却した時の売却益ないし売却損の計上は連結会計にお
いてもその子会社株式の売却原価は，個別取得原価によるのではなく，子
会社株式の連結簿価である点において連結納税と連結会計は一致してい
る。
第三に，これは連結会計においても既に子会社の利益は子会社損益計算
書を連結精算表作成段階で合算した事により連結利益を構成しており，ニ
重の売却益の計上を回避する為である。
連結納税においても各課税年度の子会社の利益は連結課税所得を構成し
ており，既に課税済みである為に，この投資調整をしなければ子会社株式
売却益（利益計上分だけ売却価額が増加している部分）で二重課税おなる。
反対に各課税年度の子会社の課税損失は連結課税所得を構成しており，既
に課税所得を減少させている為に，この投資調整をしていなければ子会社
株式売却損（損失計上分だけ売却価額が滅少している部分）で二重の損失
計上となる。
V. 超過損失勘定
1. 超過損失勘定の意義
超過損失勘定 (excessloss account) は次の処分によりメンバーの所有
している子会社株式の価額が減少し，その減少額が子会社株式の帳簿価額
を超える時のその消極的金額 (negativeamount)をいう。「子会社株式が
メンバーによって売却される時，又は無価値になる時，又は親会社や子会
社が連結納税を離脱する時に処分として扱われる。」40)
この超過損失勘定の規定の立法趣旨は，グループの子会社への投資を超
える損失を連結申告書上の子会社の控除を所得として回収する為に必要と
40) Regulationl. 1502-19 (c) 
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される。もしグループが連結納税を採用していなかったとすれば，個別申
告書のみの提出となるので，子会社の当期損失はそれ自身のそれ以降の利
益と相殺する時にのみ使用される。この様に子会社株式の帳簿価額は個別
申告書採用時において利益として増加されないので，個別申告書において
減少した損失を子会社株式の帳簿価額で減少させる必要はない。
しかし連結申告年度において生じた損失は他のメンバーの所得と相殺で
きるので，ここに超過損失勘定が子会社株式の処分において次の様に会計
処理に影響を及ぽす。
第一に，子会社株式の売却の場合には，超過損失勘定は所有メンバーの
所得又は利得として計算に入れられるのが，子会社が破産した時には普通
所得として計算される 41)0
即ち，子会社株式の売却において売却益が生じている場合に超過損失勘
定の金額分だけ売却益が増加する事になり，反対に売却損が生じている場
合には売却損から超過損失の金額分だけ売却損が減少する事になる。
第二に，子会社株式がメンバーによって非メンバーに売却された時，又
はメンバー所有者又は子会社がグループを離脱した時，又は種々のテスト
の結果無価値 (worthless)になった時には，超過損失勘定は所得に計上さ
れる事になる 42)0
以上述べた如く超過損失勘定は税務上次の場合に生じる。
第一に，超過損失勘定は子会社の費用・損失としての損金が連結納税グ
ループによる当該子会社株式に投資された金額を超えるならば生じる。
第二に，超過損失勘定は親会社が子会社に投資した以上に子会社が配当
等により分配するならば生じる。
第三に， もし子会社の株式が売却等により処分されるならば，超過損失
勘定は株式の処分からの所得又は利得として考慮に入れられる。
41) Regulationl. 1502-19 (a) (2) 
42) Regulationl. 1502-19 (b) 
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連結会計との関連で超過損失勘定を評価の観点から次に述べる。
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第一に，連結納税における超過損失勘定は，連結会計における持分法適
用において，親会社が負担した債務超過額の表示方法と類似している。
「持分法適用非連結子会社の欠損のうち当該子会社に係る少数株主持分
に割当てられる額が当該株主の負担すべき金額を超える場合には，親会社
（投資会社）の持分に負担させなければならない。この場合親会社の持分
に負担させた持分法適用非連結子会社の欠損は連結貸借対照表上，投資有
価証券勘定をゼロとして債務超過負担額が投資勘定を越える場合には当該
超過部分は持分法適用に伴う負債等の科目をもって行う」43)とされている。
この債務超過が解消されないで持分法適用除外の場合には，持分法適用に
伴う負債等の科目は戻り入れ益を計上する。
連結納税も子会社株式に対して投資調整を行った結果，子会社の欠損金
が子会社株式の帳簿価額をマイナス残高にさせる事となる為このマイナス
部分を超過損失勘定へ振替える事になるのは連結会計における持分法適用
に伴う負債等の科目への振り替えと本質的に同一である。
第二に，連結会計において持分法適用の非連結子会社株式を売却した場
合には，その売却価額は債務超過を反映して当初購入原価を下廻る事とな
る為に，個別決算上では子会社株式売却損が計上される。しかし連結会計
上はこの持分法適用に伴う負債等の科目が戻り入れられる為に二重の損失
の計上を防ぐ事になる。
同様に連結納税での超過損失勘定は子会社株式の当初購人原価を超える
消極的勘定である為，投資調整勘定のマイナス部分をいかに子会社株式の
売却時に，親会社の所得に二重の損失を課税に反映させるのを防止する事
になる。
43) IJ本公認会計士協会「持分法会計に関する実務指針について」会計制度委員会報
告第 9号， 20・21項
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VI. 会社清算による譲渡損失の否認
1 • 鏡の子取引とジェネラル・ユティリティ・ルールの廃止
米国では， 1980年代の半ばを通じて会社清算による資産分配を利用して
のテクニックによる租税回避スキームが鏡の子会社取引 (mirrorsubsidi-
ary transaction)である。その簡単な例をあげる。
（例） T会社（持株会社）は W 子会社（資産帳簿価額50ドル，公正市場
価値150ドル）と U子会社（資産帳簿価額0ドル，公正市場価値100ドル）
を保有していた。 p(親会社）はT株式全部を180ドル (250ドルー70ドル）
の取得を目論んだ。この為にPはWl子会社（資本金108ドル）Ul子会社（資
本金72ドル）を設立した。 Wlは， T株式の60%を108ドルで， Ulは， T株
式の40%を72ドルで購入した。：
W とU会社の完全な清算による為SEC332(complete liquidating of 
subsidiaries)の要求を完全に満足させる事からその会社の受取において T
会社は利得も損失も生じない事になる。又，完全な清算による分配の後に
PはUlの株式を72ドル（現在の市場価値，調整価額）で売却できるので利
得を認識しない事になる。44)
このジェネラル・ユティリティ・ルールの下では，「会社は株主に評価さ
れた財産の分配においても，財産の売却においても，又清算の手続きの分
配においても利得を認識しない」45)。
清算手続きの分配は既に述べた如く株式との交換であり利得を認識しな
いものである。
しか・し1986年の税制改革において，会社の売却又は評価された財産の分
配での利得の会社レベルでの認識を要求する為に法令を修正する事によっ
44)'Loss Disallowance Rule'(impact of general utilities repeal on consolidated 
returns, example pp.72-4) 
45) IRC. SEC311. 336.337. (1986) 
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てジェネラル・ユティリティ・ルールを廃止した。それは清算であるか非
清算の状況であったかどうかを問わない事となった。この様にジェネラ
ル・ユティリティ・ルールは会社が税金を支払う 2回の機会，即ち所得が
稼がれる時に会社に，そしてその稼ぎが分配される時に株主に課税の例外
を提供して来たのであるが，これを廃止した。この具体的な規定がロス・
ディスアローワンス・ルールである。
2. ロス・ディスアローワンス・ルール (LossDisallowance Rule) 
ロス・ディスアローワンス・ルールの内容は次の通りである。
第一に，ロス・ディスアローワンス・ルールは株式簿価調整ルール (basis
adjustment rule)との関連で生じている。もし子会社Sが他の連結納税グ
ループによって買収されるならば簿価調整ルールは子会社Sがビルト・イ
ン・ゲインのある資産を売却する時に新グループでのS株式の帳簿価額を
増加する。この譲渡損失否認ルール（ロス・ディスアローワンス・ルール）
の発生前には新グループがS株式を売却する時に，株式の帳簿価額の増加
が控除損失を認めtこ鏡の子 (ason of mirror)の取引として知られてきた。
第二に，この LDR(譲渡損失否認ルール）は，子会社株式の処分による
損失を否認する事に加えて，この損失否認周辺の回避策をも防止する為の
予防的な規定を含んでいる。
「LDR(譲渡損失否認ルール）はメンバーであるとして規定されている
子会社株式の処分のみを適用する」46)がこの状態を避ける為に連結離脱
(deconsolidation)の子会社に対しても「連結離脱前に子会社株式の帳簿
価額を直ちに株式の公正市場価値に等しくなるまで減少する事を要求して
いる。」47)
第三に， LDR(譲渡損失否認ルール）については，原則として子会社株
式の処分損については全額損金算入が否認されている。しかし経済的損失
46) Regulation!. 1502-2 (c) 
47) Regulation!. 1502-20 (b) (1) 
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(economic loss)はLDRによって否認すべきではないという考え方があ
るのを受けて経済的損失の損金算入が認められている。即ち「その損失が
3つの個別の決定された基準額の合計よりも大である範囲については子会
社株式に関連して認識された損失を認める。①臨時所得処分からの所得又
は利得（純直接関連経費控除）②積極的簿価修正のうち臨時利得処分の範
囲を超える部分④重複損失の金額」48)である。
LDR (譲渡損失否認ルール）についてはメンバーによって所有されてい
た子会社株式を処分した場合に生じる処分損を損金不算入とするものであ
るが，それは上記の 3つの合計額迄のうち処分した株式に係る部分の金額
までに限り，それを超える部分の処分損については損金算入となる。
(1)臨時所得処分からの所得又は利得(extraordinarygain disposition) 
臨時所得での処分されたLDRの範囲は次の範疇の資産での利得又は利
益からもたらされる実際又はみなしの売上や交換である。
「①sec1221 (capital asset defined)で規定されている資本的資産
② sec1231 (property used in the trade or business and involuntary 
conversions)で規定されている事業用資産
③実質的に同様の事業用資産での中で一つの取引の処分されている棚卸
資産在庫，著作権，売上債権等」49)0
（例）臨時所得処分
1990年P会社はT会社の全株式を100ドルで購入し， T会社は連結納税
グループとなる。 T会社の資産帳簿価額ゼロ，公正価値100ドル。 1991年に
T会社は資産を100ドルで売却し，連邦所得税35ドルを支払った。投資調整
システムの下でP会社のT株式帳簿価額は165ドルになる。 1992年P会社
はT会社の全株式を100ドルで売却し65ドルの損失を認識した。臨時所得の
要因が65ドルであるので，65ドルの損金算入が認められない50)。これは事業
48) Regulation!. 1502-20 (c) (1) 
49) Regulation!. 1502-20 (c) (1) (i) 
50) Loss Disallowance Rule. P.72-31Examplel 
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用資産の譲渡から生じた為の譲渡損失の否認である。
(2)積極的簿価修正 (positivebasis adjustment) 
1991年9月13日後の課税年度からは「累積的積極的簿価修正を行うのに，
同一年度内での積極的・消極的調整に関して純とする事は許されるが，利
得をもった積極的調整年度と欠損をもった消極的調整年度の間の純は許さ
ない。」51)この規定は年度会計間の業績として控除可能損失を計算するのに
重要な歪みを生じさせるかも知れない。
（例）①P会社はS会社設立（資本金1000ドル） し，その株式1000ドル
取得。 P会社はS会社を連結納税申告のメンバーとする。 1年目， 2年目
S会社の利益は 0である。 2年度末にS株式の価値は700ドル。 P会社はS
会社の株式全てを700ドルで売却して300ドルの損失を計上。 S株式へのP
会社への積極的簿価修正は 0であるので， P会社の300ドルの損失金額は否
認されない。何故ならばS会社の資産は1000ドルで残っているからである。
②処が 1年目にS会社が営業から400ドルの利益をあげ， P会社のS株式
簿価が投資調整システムにより 1400ドルになる。 2年目 S会社の純営業損
失400ドルを負い，欠損繰戻しを行った。これでP会社のS株式簿価が1000
ドルになった。その時 (2年度末に） P会社はS株式を700ドルで売却し，
300ドルの損失となった。 1年目の事業所得400ドルは積極的簿価修正であ
るので， 2年目の純営業損失400ドルと相殺されない。 S株式譲渡損失300
ドルは積極的簿価修正400ドルまでであるので，全額否認される52)0 
(3)重複損失 (duplicatedloss) 
子会社株式処分時の重複損失がLDR(譲渡損失否認ルール）の要因とな
る。
「メンバーの重複損失は次の①の合計が②の合計を超える額である。
①: a. 子会社が他の子会社を所有する株式，有価証券以外の子会社の
資産の累積的調整簿価
51) Regulationl. 1502-20 (c) (1) (i) 
52) Regulationl. 1502-20 (c) (1) (i) example 
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b. 資本的損失又は営業損失からの或る損失が処分又は連結離脱以降の
子会社に帰属する。
c. 繰延べ控除額（例えば子会社の制限された消極的活動損失と控除）
②: a子会社株式の価値 b. 子会社の負債 c. その他の同様の項
目」53)
子会社の重複損失の決定に当たっての重要なのは次の点である。
第一に，繰越損失や繰延べ損金が処分又は連結離脱初めての子会社の課
税年度に繰越される範囲にまでにのみ計算に入れられる事である。
第二に，他の子会社の株式や有価証券が子会社の資産の簿価から排除さ
れる事である。
おわりに
連結納税制度導入に当たっての基本的課題については，既に他の論文「連
結納税制度導入の基本的課題の検討」（『奈良県立大学研究季報』 12巻第 1
号）で明らかにしたので，本稿では連結納税制度導入による合法的な租税
回避を如何に防止し，且つ租税の中立性と課税の公乎性を確保するには如
何なる方策が望まれるかについて論じた。次回は連結納税制度の連結会計
に及ぼす影響について論じる予定である。
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